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　図５及び図６は、過去 5年間の電力使用量とガス使

用量を示したものです。

 

　今後も、全学を挙げて一層の省エネルギー活動を展開

することが必要であると思われます。

　　　　　　　

まずは、学内の電力の使用量を見てみましょう。図

２は、学内の建物別の電力使用量です。工学部の物質

化学系の研究室があり、多くの実験が行われている B5

棟、図書館や情報処理室を有する C5棟、産学連携研究

センターのある C10 棟、理学部の実験室が集まってい

る A13 棟の電力使用量が大きくなっています。

図３は、平成 23年度の月別電力使用量を示したもの

です。夏場の空調を多く使い始める6月から急激に増え、

秋になるにつれ、減少しています。

　図４及び図５は、過去 5 年間の電力使用量とガス使

用量を示したものです。電力使用量・ガス使用量とも平

成 20 年度には前年度に比べて減少しましたが、大教室

のガス空調システムへの転換が進み、その後は、電力使

用量は減少傾向、ガス使用量は増加傾向にありました。

平成 23 年度では新たに省エネキャンペーンや学内の照

明の LED 化などが行われ、これらにより電力 ･ガス使

用量とも前年度に比べて使用量が減少しています。図６

は、これら電力、ガス等の使用による二酸化炭素排出量

の推移を示したものであり、過去５年間では１万ｔ～

１万２千ｔの間で推移しています。
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・温度設定について
　調査の対象は、講義が割り当てられている 31室が対

象です。本学で指定されている夏期の冷房モードの設定

温度は 28℃ですが、図７に示す平成 22 年度前期の設定

温度の頻度分布によりますと、指定温度になっている部

屋はほとんどなく、より低い温度に設定されていました。

・稼働時間について
　ある講義室 A、Bで使用される一週間当たりの講義時

間はそれぞれ 27、25.5 時間ですが、平成 22 年度前期

に表 1に示すように週を区切り、稼働時間の週変化を

調べますと、図８、９に示すように稼働時間は夏に近づ

くにつれ長くなっており、6、7週目からは講義時間よ

りも長く稼働していることが分かります。稼働時間だけ

でおよそ 3割長く稼働していることがわかり、その分

エネルギーを多く消費していることが分かりました。

　

　21世紀科学研究機構エコ・サイエンス研究所では、キャ

ンパスのエネルギー効率化を目指した研究が行われていま

す。キャンパスのエネルギー消費量を削減するためには、

教職員および学生が使用する最終エネルギーの消費量を削

減する、あるいはそれを供給する機器の効率化を図る必要

があります。既設の機器の効率を高めることは困難ですの

で、同研究所では空調機の運用マネジメントに着目し、最

終エネルギーの消費量を削減するための対策を練っていま

す。

　空調設備に関しては教職員および学生に管理が任されて

いるため、必要以上のエネルギーを消費していると考えら

れています。このことについて、講義室に使用されている空

調機を中心に、運転状態の計測を行っておられる研究所員

の横山先生にお話を伺いました。

　現在 1、2回生が講義のために多く出入りする B3 棟

のすべての講義室を対象に、空調設備の稼働状況につい

て実態調査を進めています。その結果、以下のことが分

かりました。

　 　 　 　 　 　 　
Week 

number 

Period Week 

number

Period

1 4/12~16 7 6/7~11
2 4/19~23 8 6/14~18
3 5/10~14 9 6/21~25
4 5/17~21 10 6/28~7/2
5 5/24~28 11 7/5~9
6 5/31~6/4 12 7/12~16
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　本研究所では、他の棟も含めたマルチエアコンの集

中的な監視と制御による運用マネジメントで、マルチ

エアコンの停止および温度設定などの制御を行うこと

により、省エネルギーを目指しています。しかし、利

便性や快適性が損なわれる可能性もあるため、その評

価も併せて行うことで、両方の視点でより良い運用マ

ネジメントを目指していく予定です。

参考文献

・温度設定の年度変化について
　平成 23 年度前期の設定温度の頻度分布を図 10 に示

します。平成 22 年度では図７に示すように設定温度

25℃による運転の頻度が最も高くなりましたが、平成

23年度では設定温度 26℃による運転の頻度が最も高く

なりました。このことから、設定温度の変化は、東日本

大震災によって発生した福島第一原子力発電所の事故後

に節電および省エネルギーが求められ、本学においても

その意識がわずかですが高まったためと考えられます。

　

　また、平成 21 ～ 23 年度後期の温度設定の頻度分布

を図 11 ～ 13 に示します。本学で指定されている冬期

の暖房モードの設定温度は 19℃ですが、平成 21、22

年度は設定温度 22℃による運転の頻度が最も高くなっ

ています。

　

　しかし、平成 23 年度には頻度分布が大きく変化し、

設定温度 19℃による運転の頻度が最も高くなりました。

これは、冬期は夏期以上に節電および省エネルギーが求

められ、本学においてもその意識が大きく高まったため

と考えられます。

　前後期ともに依然として設定温度が指定の値とかけ離

れている場合も見られ、今後のさらなる省エネルギーへ

の取組みが重要と思われます。

水銀灯 LED 蛍光灯
電力（W） 300 250 100 35 61 20 45
本数 2 178 10 29 33 8 17

CCCCCColumn

　201 本 の 250 Ｗ
水銀灯のうち、16％
に あ た る 33 本 を
LED 化しています。
また同様に、100 Ｗ
水銀灯 39 本のうち、
74％にあたる 29 本を LED 化しています。
  全ての外灯水銀灯を LED 化すると 8.7 kW の
節電となります。また、省エネ対策が不十分な
屋内の照明についての LED 化も進めていく必要
があると考えます。 
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以下のとおりであり、全てのキャンパスで省エネルギー

活動の成果が見られました。

（２）省エネルギーへの取り組み

　各人が使用している建物の電力使用量を知り、省エネ

ルギー活動取り組みの参考として、平成 23年７月～９

月、教職員・学生が利用するポータルサイトに毎週の計

測結果をグラフと表を用いて建物別に掲載しました。

本学では、平成 20年度から全学でさまざまな省エネ

ルギー対策に取り組んでいます。特に、平成 23年度に

整備された「大阪府立大学エネルギー管理規程」に基づ

く推進体制により、教職員、学生の構成員全員で新たな

取り組みを行っています。

また、平成 23年度からは、「E～きゃんぱすの会（環

境報告書学生委員会）」においても、エコ・サイエンス

研究所とも連携しつつ、省エネルギーの推進組織との協

力体制を整え、学生による学生に向けた省エネルギーの

啓発活動を開始しました。

平成 23年度夏季の取り組みでは、電力使用量全体の

10％削減を目指しましたが、全学の取り組みで、７月

～９月の電力使用量は前年度比 91.8％ （中百舌鳥 C20・

C21 棟を含むと 94.6 ％ ）で、8.2％削減されました。

　なお、冬季は、夏季とは省エネルギーの取り組み方

法を変更し、ピーク時の使用電力 10％カットを目指し

ました。その結果、ピークカットはほぼ目標を達成し、

12月から３月の全学の電力使用量についても、前年度

比 92.2％ （中百舌鳥 C20・C21 棟を含むと 96.1％ ）と

なりました。 

※ C20 棟・C21 棟（植物工場研究センター）は平成

23 年度より運用開始のため、前年度と比較する上で、

両棟を含む値と含まない値の両方を提示しています。

（１）キャンパス別成果
　７月～９月の各キャンパスの電力使用量の前年度比は

活動 成果が見られま た。

中百舌鳥キャンパス 91.9%（95.4%）

羽曳野キャンパス 95.3 %

りんくうキャンパス 88.4 %

大阪府立大学工業高等専門学校 93.1 %

法人全体 91.8%（94.6%）

中百舌鳥キャンパス 94.0 %（98.9%）

羽曳野キャンパス 97.9 %

りんくうキャンパス 76.1 %

大阪府立大学工業高等専門学校 95.6 %

法人全体 92.2%（96.1%）

STEP

STEP
28

STEP
STEP2 

STEP
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要な電源を消す、使わない電化製品のコンセントを抜く、

などの省エネルギー活動を訴えることです。学内の省エ

ネルギーの推進組織に協力という形での参加でしたが、

大勢でキャンペーンを行うことができ、学生からも注目

を集めたものと考えます。

　省エネパトロールは、平成 20年度から省エネルギー

推進策の一環として行われていましたが、平成 23年度

夏季からは学生も参加しました。活動内容は主に、各講

義室・研究室を回り、部屋の空調・照明の利用状況、利

用人数を調査することと、空調の設定温度遵守を訴える

ステッカーの張り直しです。

　今回「E～きゃんぱすの会」 として参加し、設定温度

が 28℃より大幅に低い、大教室の少人数利用など、学

生の講義室利用方法に問題があると感じ、今後このよう

な部屋をなくすことが課題だと思いました。

　空調の設定温度は 25℃以下も約 15％前後あり、改善

が必要なところも見られました。現在、「E～きゃんぱ

すの会」と施設室で、よりいっそう効果的な取り組みは

どのようなものか、データをもとに検討しています。

施設管理者として、大学は、平成 20 年度以降、施

設面を中心に省エネルギーに取り組んでいますが、LED

利用の促進など工夫すべきところは多くあります。しか

し、約 8,000 人の学生を抱える大学としては、学生も

またエネルギー消費の当事者であります。学生自身がそ

れを認識し、学生自身による取り組みがさらなる省エネ

ルギーには不可欠だと考えます。

平成 24年度以降は、学生も学内の省エネルギーの推

進組織と連携して、取り組んでいきたいと考えています。

学生が自主的に省エネルギー活動に取り組むことや、学

問の府として、省エネルギー対策を学生自身が研究対象

にし、地域または世界に還元していくことも大切な取り

組みではないでしょうか。

　デマンド訓練は、各家庭のブレーカーと同じように、

大学も使用電力上限を設定しており、その上限を一時的

に下げて、影響を調査するもので、東日本大震災に伴う

緊急停電の対応策の一環として行われました。また、上

限を下げることによる省エネルギー効果のデータ検証も

兼ねて、７月・８月に訓練が各１回行われました。

　表４に示す省エネ対策の実施計画を立案、遂行しました。

（３）中百舌鳥キャンパスでの STEP １の
           取り組み実施例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

安全・防犯対策を考慮したうえで、建物側の電灯を

消して道側の電灯のみを点灯し、節電を行っています。

　本学では、学内組織である「省エネルギー担当者会議」

が進める啓発活動に学生も参画し、以下のような取り組

みを展開しました。

　夏季・冬季の省エネルギーキャンペーンとして、立て

看板４枚の設置、ポータルへの掲載、チラシ４千枚（夏

季）・うちわ１万枚（夏季）・しおり１万枚（冬季） の作成・

配布を行いました。また、冬季においては、学生に、よ

り省エネルギーに意識を持ってもらえるように、学生が

ポスターとしおりをデザインしました。

　啓発で重視したのは、空調の設定温度が夏季は 28 ℃、

冬季は 19 ℃とすることを明確に伝えること、また、不

に還元していくことも大切な取り

か。

・外灯ランプの間引き（A12 棟付近）
生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生生

の
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　　①地域特性に応じたメタン発酵法が未確立であり潜

　　　在的な資源を充分に利用できていないこと

　　②消化液の利用先が確保されていないこと

等が挙げられます。これらの解決のためには、地域社会

で発生するバイオマスの性質を把握し、消化液を用いた

植物生産なども含めた柔軟なシステムづくりを行うこと

が必要であると考えられます。

　地域のバイオマスを総合的かつ効率的に活用するため

の市町村レベルの計画である「バイオマスタウン構想」

では、300 地区という国の目標を上回る 318 地区（平

成 23年 4月現在）が公表されています。

　そのうち半数以上の地区がメタン発酵に取り組むとし

ており、地域レベルにおけるメタン発酵の今後の普及が

期待されています。

　生物環境学研究グループでは、環境・植物・人間活動

の関係について、「植物による環境調節」および「植物

のための環境調節」という視点で研究を展開しています。

　地域社会の課題に対応するメタン発酵研究としては、

地域特性に対応したバイオマス利活用の点から「湖沼で

繁茂する水生植物からのエネルギーおよび肥料成分の回

収」について、また、消化液の利用先確保の点から「消

化液を用いた植物の水耕栽培」について取り組んでいま

す。

　

　バイオマス・ニッポン総合戦略では、「再生可能な、

生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの」をバイ

オマスと定義しています。バイオマスは太陽エネルギー

を用いて植物が水と二酸化炭素から生み出す再生可能な

資源であり、持続可能な循環型社会の基幹をなすものと

して注目されています。

　バイオマスは、バイオマス転換技術によって使いやす

い形に変えて用いられます。メタン発酵は、廃棄物系バ

イオマスを主対象としたバイオマス転換技術で、微生物

による分解を経て、エネルギーとしてメタンを、また、

発酵後に残った液体（消化液）を植物生産のための液体

肥料として利活用できます。

　他のバイオマス転換技術に比べて優れている点とし

て、生ごみや下水汚泥といった、既に豊富に存在する有

機性廃棄物も対象とできること、地球温暖化抑制効果が

高いこと等が挙げられます。

　一方で、我が国におけるメタン発酵の課題としては、

で

成 2

　そ

す。
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　「湖沼で繁茂する水生植物からのエネルギーおよび肥

料成分の回収」については、枯死体による水域環境悪化

といった問題を引き起こしつつある繁殖力の高い水生植

物を湖沼から収穫し、メタン発酵によってエネルギーお

よび窒素やリンなどの肥料成分を回収し利活用する手法

を研究しています。

　中百舌鳥キャンパスの府大池を含む、近畿地方各地の

ため池の一部では、夏期にアゾラとよばれる浮遊性シダ

植物が大量繁茂しています。

　現在本研究グループでは、アゾラの成長速度やアゾラ

からのエネルギーおよび肥料成分の回収量を調査し、こ

れらのデータを基にアゾラのメタン発酵によるバイオマ

ス利活用シミュレーションを行っています。このシミュ

レーション結果を基に、従来廃棄物として処分されてき

た水生植物を資源として最大限利用しつつ、管理コスト

低下および好ましい水域環境を実現できるバイオマス利

活用システムの構築を目指しています。

　「消化液を用いた植物の水耕栽培」については、堺市

や地元企業等と共同で、メタン発酵消化液を利用した高

効率資源循環型の植物生産システムに関する栽培実験を

行っています。本システムでは、メタン発酵で生じるメ

タンは栽培のための電気と熱の供給に、二酸化炭素は光

合成に、さらに消化液は肥料として用いられ、化石資

源および化学肥料の使用を極力抑制します。なお、生産

する野菜としては、地域社会で育まれてきた地場野菜を

ターゲットのひとつとしています。

―
メ
タ
ン
発
酵
―
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本学植物工場研究センターでは、経済産業省による

「先進的植物工場施設整備事業」、農林水産省による「モ

デルハウス型植物工場実証・展示・研修事業」の採択を

受けています。前者については C20 棟（鉄筋コンクリ

ート造 2階建、延床面積約 1,000 平方メートル、空調、

照明、自動化等の植物工場に関する要素技術の研究開発

施設）、後者については C21 棟（鉄筋コンクリート造 2

階建、延床面積約 1,000 平方メートル : レタス、コケ、

ハーブ、アイスプラントの栽培技術実証及び展示、研修

施設）にて主に行っています。

完全人工光型植物工場研究の重要な研究拠点として、

「安心、安全、リッチ」な野菜を社会に届けるために、

新技術の開発や、その技術を生かした新産業の創出を目

指しています。

主な事業内容としては、要素技術の開発、栽培管理

技術の実証、普及を図るための展示、情報の収集と提供、

大学カリキュラム・研修プログラムを通じた人材の育成

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

　本学では、持続可能な社会に向けて、産学官連携のも

と、さまざまな研究が展開され、その実証化に向けた事

業が進んでいます。その中でも、省エネルギー対策も併

せ持つ先端研究、平成 23年度に運用を開始した植物工

場研究センターについて、村瀬治比古教授にお話を伺い

ました。
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ができています。

　

平成24年度以降は、施設内の LED化を進めるとともに、

さらなるエネルギー最適化の研究を、細密なモニタリン

グと共に行い、植物工場に必要なエネルギーシステムの

持続可能性を高めていきたいと考えています。

　

　本学が進めている完全人工光型植物工場研究は、地球

温暖化による気候変動や、環境汚染など、外部環境から

の影響に左右されにくい循環型システムを創出する、未

来に資する研究です。今後は、再生可能エネルギーの積

極的な利用や施設内のエネルギー・物質循環のより一層

ち密な管理システムの構築を目指します。

　そして、社会経済基盤の一環として、さらなる技術の

展開と、その技術輸出を担えるためのシステムの標準化

を実現したいと考えています。各企業との連携もより一

層進める予定です。

があげられ、学内の産学官連携の重要な拠点研究の一つ

となっています。

　植物工場センターでは、生産コスト 30％縮減をめざ

し、レタス、コケ、ハーブ、アイスプラントの栽培管理

技術の実証研究を行っています。同時に、左図に示すよ

うに、完全人工光型植物工場に必要な要素技術の総合開

発を行い、テクノインテグレーションの実現を目指して

います。

　テクノインテグレーションは、エネルギー利用の最適

化を進めるものです。未来に向け、本学の植物工場では、

持続可能な社会の構築に向けて、太陽光や太陽熱、風力

や潮力など、それぞれの場所の特徴に合わせた再生可能

エネルギーを組み込み、エネルギー利用の最適化を通じ

て、より環境に負荷の少ないシステムを作り出そうとし

ています。

　今後の目標は、エネルギー供給システムを併せ持つ植

物工場として技術を標準化し、すぐれたインフラ整備技

術の一環として技術輸出を行うことです。

　本植物工場の屋上には、太陽光発電が取り付けられて

います。本植物工場では、空調室外機、太陽光発電、緑

化システムの一体化を図り、太陽電池や空調の周りの高

温化を防ぎエネルギー利用の効率を上げる仕組みを整え

ています。

　具体的には、太陽光電池の下に緑化設備を置き、開口

部付近に空調室外機を配置しています。冷房運転時、空

調器は室外機吸い込み温度が低いほど空調運転効率は上

がり、太陽電池も同様に温度が低いほど発電効率は向上

する性質があります。この両者の効果を得るために、太

陽電池の陰による遮熱と灌水された緑化設備で冷却しま

す。一方、空調室外機の排熱は、気流によってシステム

外に排出されるという仕組みになっています。　

　このハイブリッドエコエネルギーシステムを採用した

結果、夏季において、空調運転効果はシステム採用前に

比べて 18.7％改善し、太陽光発電効率も 1.3％改善して

います。結果として、CO2 排出量も 20% 削減すること
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様々な場所で原子力発電に関する議論、運動が行われて

います。

　私は、ここで注目するべき問題の一つに、日本の「エ

ネルギー自給率の低さ」があると思います。日本は約

96%のエネルギー源を輸入に依存しながら、エネルギー

の安定供給、コスト、環境影響等を検討し、電気を供給

しなければなりません。

　原子力発電を利用する場合、放射性物質の拡散等の事

故時のリスクの大きさ、またテロ等の懸念から平和的に

利用・管理することが必要です。また、脱原発を行った

場合、近い将来としては、液化天然ガス（LNG）などを

利用し、火力発電の利用割合を多くせざるを得ません。

　それらを安定的に輸入することができるか、また温室

効果ガス排出量増加をどう食い止めるかが課題になると

思います。これらの問題を改善するために、私は、エネ

ルギー消費量の削減、および再生可能エネルギーの導入

等により国内のエネルギー自給率を上げることが必要に

なると思います。

　日本の将来のエネルギー像をどう描くか。何を最も重

視するか。将来の中心世代を担う大学生が今の時点から

議論するべきではないでしょうか。

　2012 年 2 月に京都で開催された「みんなのエネル

ギー・環境会議　若者編」など、既に若者間での将来の

エネルギー像に関する議論は始まっています。大阪府立

大学など、エネルギー使用量の多い大学においても、将

来のエネルギー像のモデルとなって行動に移すことが必

要であると思います。

　私は昨年、南アフリカ共和国ダーバンにて開催された

気候変動枠組条約第 17回締約国会議（COP17）に参加

しました。深刻化する気候変動への対策に向けて、温室

効果ガス排出量削減が急務の中、京都議定書の約束期間

（2012 年）以降の国際的枠組みが最も注目される議題

の一つでした。

　しかし、先進国の温室効果ガス排出割合が低下する一

方で、中国、インドをはじめとする BRICS の経済発展

により、先進国のみ削減目標を課する京都議定書を巡る

先進国と発展途上国の対立で、COP の議論は進みませ

んでした。

　この COP17 は，何も法的ルールが存在しない「空白

期間」を作らないための重要な会議でした。多くの先進

国、発展途上国が合意に向けた案を提案する中、日本は

京都議定書の継続（第二約束期間）に反対し、新たな法

的枠組みを作ることを提案し続けました。結果、新たな

法的枠組みが合意されるまでの間、京都議定書第二約束

期間として各国に削減義務が課されたのに対し、反対し

ていた日本は第二約束期間において、削減義務を持たな

くなりました。

　東日本大地震での福島第一原発事故以降、日本では、

様

い

ネ

9

の
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　私たちの生活はこれまで、火力、原子力発電に大きく

依存してきました。しかし、2011 年 3 月 11 日の東日

本大震災をきっかけとする東京電力福島第一原子力発電

所の事故以来、発電方法に関する問題が指摘されるよう

になりました。また、原子力発電の使用抑制により、省

エネルギーが以前にも増して社会的に急務な課題とな

り、持続可能な社会を目指すためにも、私たちはこれか

らのエネルギー問題に向き合わなくてはなりません。

　そのような課題を抱える社会における大学の使命とし

て、本学も、ますます、エネルギーに関する取り組みが

必要になります。例えば、堺市等周辺の地域社会と連携

を図りながら、メガソーラー等の太陽光発電や、有機廃

棄物を利用したバイオマスエネルギーなど、地産地消

型の再生可能エネルギーシステムの開発・構築を踏まえ

た持続可能な地域社会づくりは、大学が貢献できる大き

なテーマになると考えます。また、技術・システム開発

によるエネルギーの最適化により、より一層の省エネル

ギー実現に貢献することが求められていると考えます。

　すでに本学では、21世紀科学研究機構の各研究所を

初めとして、その一端を担う研究が始まっています。た

とえば、エネルギー効率の良いソーラーパネルの開発に

関する研究や、府大池に大量に発生するアゾラや人為的

に発生するごみをバイオマス化させてエネルギーにする

研究が行われています。

　また、他の先端研究においても、エネルギーの最適化

や再生可能エネルギー利用を出来る限り意識し、環境に

配慮したエネルギー利用が行われています。例えば、植

物工場研究センターでは、完全閉鎖型植物工場の開発に

関して、太陽光発電と LED 利用や空調システム効率向

上の組み合わせによって、最もエネルギー効率の良い食

糧生産を目指しています。

　再生可能エネルギーには不安定あるいは少量であると

いう問題もありますが、地域内で太陽光・風力・バイオ

マスなどの再生可能エネルギーを組み合わせることで、

あるいはさらなる技術・システム開発によって、解決で

きることは数多くあると思います。学問の府として、そ

のような研究を通して地域に貢献することが必要でしょ

う。

　また、本学においても、さらに省エネルギーに取り組

むことが必要です。空調やガスなどの無駄遣いを自動的

に省けるような技術的なシステムの構築、電気消費量を

大きく抑えることのできる LED の積極導入などが望ま

れます。

　今後は、地域社会への貢献の一環として、堺市が進め

る堺エコロジー大学等と協力して講演会、展示会を開催

するなど、地域の方々や学生に対するエネルギーの正し

い知識の提供や省エネルギー意識の向上も課題となるで

しょう。

　これらの総合的な取り組みを通じて、大阪府立大学は、

教育や研究の両者を踏まえ、再生可能エネルギーを活用

した地産地消型の持続可能なシステムづくりや省エネル

ギーの普及を通じて、その使命を果たすことが出来ると

考えます。　

普及を通じて、そ 使命を果たす とが出来る

ます。

応用化学科

応用化学科

エネルギーに関する研究は、これま
でも取り組んできたところですが、昨
今の社会情勢を踏まえるとその重要性
はますます増大していると考えます。
学生のみなさんの未来展望にも応えて
いくのが大学の使命と考えており、省
エネルギー、創エネルギーの研究に取
り組むこととしています。また、平成
24年度においては、教育研究に使用す
る実験装置についても省エネルギーの
推進方策の検討を進めます。

大学から
の回答


